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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次 第15期 第16期 第17期 第18期 第19期

決算年月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月 平成20年２月 平成21年２月

売上高 (百万円) 41,965 50,017 57,334 57,380 56,650

経常利益 (百万円) 2,888 3,684 4,406 3,006 2,196

当期純利益 (百万円) 1,449 1,857 1,858 1,339 787

持分法を適用した
場合の投資利益

(百万円) 109 ― ― ― ―

資本金 (百万円) 1,617 1,617 1,617 1,617 1,617

発行済株式総数 (株) 11,280,00012,998,03212,998,03215,597,63815,597,638

純資産額 (百万円) 10,735 16,199 17,508 18,209 18,373

総資産額 (百万円) 26,925 36,538 37,015 35,927 36,991

１株当たり純資産額 (円) 949.40 1,244.211,347.161,167.651,178.18

１株当たり配当額
(内１株当たり中間配当
額)

(円)

(円)

30.00

(15.00)

40.00

(15.00)

40.00

(15.00)

40.00

(20.00)

40.00

( 20.00)

１株当たり当期純利益 (円) 126.24 150.71 142.99 85.88 50.52

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 39.9 44.3 47.3 50.7 49.7

自己資本利益率 (％) 14.3 13.8 11.0 7.5 4.3

株価収益率 (倍) 12.4 20.7 13.6 9.4 9.6

配当性向 (％) 23.8 26.5 28.0 46.6 79.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 931 4,671 2,488 1,261 863

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △971 402 △554 △633 △267

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,558 △1,936 △1,498 △1,067 △675

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 7,728 12,517 12,951 12,512 12,432

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
549

(1,598)

726

(1,872)

693

(2,241)

709

(2,379)

720

(2,439)

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在していないため記載しておりません。

３ 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

４ 第16期の発行済株式数は、平成17年９月１日に株式会社レオと合併し、1,718,032株増加しております。

５ 第16期の１株当たりの配当額40円は、合併記念配当10円が含まれております。

６ 平成19年３月１日付けで普通株式1株を1.2株に株式分割し2,599,606株増加しております。
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２ 【沿革】

当社は、株式会社チヨダの100％出資子会社として資本金２億円にて平成２年６月に設立、株式会社東京

靴流通センター（形式上の存続会社）と、平成８年３月に合併し今日に至っております。合併前の株式会社

靴流通センターは、休業状態であり、以下の沿革につきましては、株式会社マックハウス（実質上の存続会

社）に関する事項を記載しております。

会社設立後、現在までの沿革は次のとおりであります。

 
　

年月 事項

平成２年６月 株式会社チヨダの100％出資の子会社として資本金２億円にて設立

平成２年７月 郊外型ロードサイド店「マックハウス」１号店白子店(三重県鈴鹿市)を開店

平成２年７月 東京都杉並区高円寺南三丁目３番１号　KSビルに本社を開設

平成２年９月 株式会社チヨダより衣料品部門17店舗の営業譲渡を受ける

平成３年12月 店舗数100店を達成

平成４年３月 株式会社チヨダよりメンズクラブ15店舗の営業譲渡を受ける

平成４年３月 株式会社チヨダより小手指店(埼玉県所沢市)の営業譲渡を受ける

平成４年10月 店舗数200店を達成

平成８年３月

　

株式の額面金額を変更するため、株式会社東京靴流通センター(形式上の存続会社)と合併(発行済

株式総数7,750,000株)

平成８年３月 全国47都道府県全てに出店を達成

平成８年９月 店舗数300店を達成

平成９年10月 東京都杉並区高円寺南三丁目３番１号に本店を移転

平成11年２月 日本証券業協会に株式を店頭登録

平成12年８月 全店にＰＯＳシステム導入

平成12年10月 株式会社チヨダと共同で、株式会社レオを公開買付し筆頭株主になるとともに業務提携を行う

平成16年８月 東京都杉並区梅里一丁目７番７号に本店を移転

平成16年12月 株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場

平成17年４月 株式会社レオと平成17年９月１日を合併期日とする合併契約書を締結

平成17年４月 店舗数400店を達成

平成17年９月 株式会社レオと合併

平成17年11月 株式会社ジャスダック証券取引所により、「Ｊ－Ｓｔｏｃｋ」銘柄に選定される

平成18年11月 店舗数500店を達成

平成19年11月 全店に新ＰＯＳシステム導入

平成20年9月 物流センター稼動
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３ 【事業の内容】

　当社の企業集団は、株式会社マックハウス（当社）、当社の親会社である株式会社チヨダ、その子会社で

あるチヨダ物産株式会社により構成されております。

　当社は、カジュアル衣料品の小売を行っており、株式会社チヨダは、靴等の小売を行っており、チヨダ物

産株式会社は、主として株式会社チヨダ、及び当社に対して靴及び衣料品の卸売りを行っております。

(注)　当社は単一事業を営んでおりますので、事業部門毎の記載はしておりません。

　

［事業系統図］

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

(親会社) 　 　 　 　 　 　

株式会社チヨダ 東京都杉並区 6,893靴等の小売 ― 59.3
店舗の賃貸借取引等
役員の兼任２名

(注)　株式会社チヨダは、有価証券報告書提出会社であります。

　

　

５ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況

平成21年２月28日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

720　(2,439) 35.3 9.4 4,514,401

(注) １ 従業員数は、就業人数であります。

なお、パートタイマー及びアルバイト(１人１日８時間換算)は、年間の平均人員を(　)外数で記載しておりま

す。

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(2) 労働組合の状況

名称 マックハウスユニオン

上部団体 ＵＩゼンセン同盟・専門店ユニオン連合会

結成年月日 平成12年３月14日

組合員数 　　　　 712名

労使関係 労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

当社の消費税等に係る会計処理は、税抜方式によっているため、この項に記載の売上高、売上実績、仕入実績

等の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当事業年度における我が国の経済は、原油及び原材料価格高騰、サブプライムローン問題に起因した

米国大手証券会社リーマン・ブラザーズの経営破綻を契機として世界的金融不安が高まり株安等が一

気に進み、米国経済の減速から企業収益は大きく圧迫され景気の後退局面入りが顕著なものとなりまし

た。また、物価高や収入減による生活防衛意識が更に高まり、個人消費は引続き低迷が続きました。

　ジーンズカジュアル業界におきましては、依然として消費者のデニム離れの傾向の継続に加えて、不要

不急な物は買い控える慎重な消費行動により、大変厳しい商況に終始いたしました。

　このような状況下におきまして、当社は、21世紀においても引続き勝ち残れる企業となるべく、品揃え

の充実や在庫の適正化等を着実に推進するとともに販売体制を更に強化すべくジーンズアドバイザー

教育を継続、また契約社員の登用強化を実施、併せてウェブ上でチラシが閲覧できるタウンマーケット

の掲載やセール案内を宅配するタウンメールを活用する等、新たな販売促進ツールを活用するのに加

え、創業20周年記念セールを継続開催して売上拡大に努めてまいりました。

　営業面におきましては、上半期の昨年３月やゴールデンウィーク期間中こそ好調に推移したものの、

ショッピングセンター増加に伴う競合激化、ヒット商品不在、デニム離れ傾向の継続等が影響し総じて

大変厳しい状況で推移いたしました。下半期においては、昨年９月及び11月にローカルのテレビスポッ

トＣＭを投下した創業20周年記念セール企画が功を奏し客数が堅調に推移したことにより回復基調を

示したものの、最大の年末年始商戦が不調に終わったため、当事業年度の既存店舗売上高は前期比7.3％

減と苦戦を強いられました。

　商品面におきましては、投入・売切の仕組改善による在庫の適正化やプロパー消化率のアップを通じ

て売上総利益率の向上を図るとともに、昨年11月に物流センターを本格稼動させ、営業・商品全般に亘

る業務の改革に着手してまいりました。

　出店に関しては、ショッピングセンター内出店を主体に59店舗を新設する一方、不採算店舗を23店舗閉

店してスクラップ＆ビルドを加速させ、店舗網の拡大に注力いたしました。この結果、当事業年度末店舗

数は567店舗（前期比36店舗増加）となりました。また、既存店舗の競争力強化のために60店舗の改装を

行いました。

　これらの結果、売上高は56,650百万円（前期比1.3％減）と減収となりました。売上総利益率につきま

しては、仕入条件の改善や在庫コントロールが寄与し前期比0.5ポイントアップの43.9％となりました

が、売上高減による影響をカバーし切れず売上総利益は前期に比べ31百万円減少しました。また、販売費

及び一般管理費につきましては、新規出店増に伴い、主として賃借料及び人件費等の増加により前期に

比べ841百万円増加したため、営業利益は1,958百万円（前期比30.8％減）、経常利益は2,196百万円（前

期比26.9％減）と減益になりました。また、中間期末における360百万円に加え期末においても146百万

円の減損損失を特別損失として計上したため、当期純利益は787百万円（前期比41.2％減）になりまし

た。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は営業活動によるキャッシュ・フ

ローはプラスになりましたが、投資活動及び財務活動によるキャッシュ・フローはマイナスとなり、資

金は前事業年度末に比べ79百万円減少し、12,432百万円となりました。

　また当事業年度における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。

 

　　　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、863百万円の収入となり、前事業年度に比べ398百万円減

少となりました。

　これは主に、法人税等の支払額が1,146百万円減少した一方で、税引前当期純利益が928百万円減

少したこと等によるものであります。

 

　　　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、267百万円の支出となり、前事業年度に比べ365百万円の

使用資金の減少となりました。

　これは主に、敷金保証金等の投資による支出が391百万円減少したこと等によるものであります。

 

　　　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、675百万円の支出となり、前事業年度に比べ392百万円の

資金支出の減少となりました。

　これは主に、長期借入金の返済による支出が338百万円減少したこと等によるものであります。
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２ 【販売及び仕入の状況】

(1) 商品部門別売上高

　

商品部門

第19期
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

売上高(百万円) 前年同期比(％)

メンズアウター 3,750 88.4

メンズインナー 14,165 92.6

メンズボトムス 10,240 102.3

レディース 17,505 99.0

その他 10,988 108.3

合計 56,650 98.7

(注)「その他」は、子供服及び小物等であります。

　

(2) 地区別売上実績

　

地区別

第19期
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

売上高(百万円) 構成比(％) 期末店舗数(店) 前年同期比(％) 店舗数増減(店)

北海道 3,206 5.7 32 100.2 △2

東北 5,564 9.8 61 96.0 △2

関東 18,038 31.9 172 97.0 18

中部 8,397 14.8 81 98.7 1

近畿 7,767 13.7 78 99.5 6

中国 3,722 6.5 38 103.9 3

四国 2,328 4.1 27 94.2 3

九州 7,624 13.5 78 102.8 9

合計 56,650 100.0 567 98.7 36
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(3) 単位当たりの売上高

　

項目
第19期

(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

前年同期比(％)

売上高 56,650百万円 98.7　

売り場面積(期中平均) 247,646.1㎡ 106.4　

１㎡当たり売上高 228千円 92.8　

従業員数(期中平均) 　3,162人 102.4　

１人当たり売上高 　17,913千円 96.4　

(注) １ 売り場面積は、倉庫及び事務所を除いた面積であります。

２ 従業員数は、社員、パートタイマー及びアルバイトが含まれております。

なお、パートタイマー及びアルバイトは期中平均在籍人員(１日８時間換算)で算出し、加算しております。

　

(4) 主要顧客別売上状況

主要顧客(総販売実績に対する割合が10％以上)に該当するものはありません。

　

(5) 仕入実績

　

商品部門

第19期
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

仕入高(百万円) 前年同期比(％)

メンズアウター 2,226 97.4

メンズインナー 8,211 101.9

メンズボトムス 6,203 100.2

レディース 10,176 97.8

その他 6,475 111.2

合計 33,293 101.6

(注)　「その他」は、子供服及び小物等であります。
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３ 【対処すべき課題】

今後の見通しにつきましては、世界経済の後退が深刻さを増す中、国内経済も企業収益の早期回復が困

難であると見込まれることから、依然として厳しい状況で推移するものと思われます。

　ジーンズカジュアル業界を取りまく環境も、雇用情勢の悪化などによる消費マインドの後退から、特に

衣料品の消費支出は引続き減少が見込まれるなど、生き残っていくためには予断を許さない厳しい状況

が続くことが予想されます。

　このような状況の中で、当社は、再び業績を回復させることができるよう、迅速な意思決定と現場対応力

向上を図るために営業部門の強化と併せて管理部門の効率化に継続して取組んでまいります。また、営業

・商品全般に亘る業務面につきましても、物流センターを更に有効活用することにより適正在庫のコン

トロールによるプロパー消化率のアップや機会ロスの削減等を推進するとともに、慎重な新規出店と不

採算店撤退のスピードアップを図り、利益確保とコスト削減に努めてまいります。
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４ 【事業等のリスク】

当社の事業その他に影響を及ぼす可能性があると考えられる重要な要因には、以下のようなものがあ

ります。当社はこれらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合、最善の対策

に努める所存であります。記載された事項で、将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成21年５

月21日）現在入手可能な情報から当社の経営判断や予測に基づくものです。

なお、業績に影響を与える要因は、これらに限定されるものではありません。

(1)商品計画について

　当社が取り扱うジーンズカジュアル衣料品は、季節性が高く冷夏や暖冬等の天候による影響を受け

る可能性があります。またファッションの流行やお客様嗜好の変化による影響や、競合他社との価格

政策によって売上が左右されますので、これらの要素を勘案して商品計画・仕入を実施いたします

が、需要動向の変化によっては、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

(2)店舗賃貸借物件について

　当社の店舗の大部分は、ロードサイドの賃借物件で、出店に際し敷金を貸主に差し入れており、契約

期間満了時まで全額の返還がされません。契約にあたっては貸主の信用状況を判断した上で締結して

おりますが、契約期間が長期の場合、その間における貸主の倒産等によっては保証金の一部または敷

金全部が回収出来なくなる可能性があります。

(3)パートタイム従業員に係る費用の増加リスク

　当社は多数のパートタイム従業員を雇用しており、従業者に占める割合が高く、今後の年金等に関す

る改正が行われた場合、人件費の増加が予想され、業績に影響を及ぼす可能性があります。

(4)個人情報の取扱について

　当社は、個人情報保護の重要性を充分に認識しており、個人情報保護法の制定に伴い、個人情報保護

方針・マニュアルの制定及び従業員教育を含めた社内制度の強化を推し進めております。しかしなが

ら、個人情報の流出により問題が発生した場合には、社会的信用の失墜及び損害賠償責任等により、業

績等に影響を及ぼす可能性があります。

(5)減損会計の影響について

　当社の所有する固定資産につきましては、「固定資産の減損に係る会計基準」を適用しております

が、一部の事業用資産等については、今後更に減損損失が発生する可能性があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　

　

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

　

(1）当事業年度の財政状態

(流動資産）

　流動資産は、前事業年度末に比べ1,482百万円増加し25,584百万円となりました。

　これは主に、商品が1,517百万円増加したことによるものであります。

(固定資産）

　固定資産は、前事業年度末に比べ418百万円減少し11,406百万円となりました。

　これは主に、敷金保証金が279百万円減少したことによるものであります。

(流動負債）

　流動負債は、前事業年度末に比べ573百万円増加し16,404百万円となりました。

　これは主に、未払法人税等が598百万円増加したことによるものであります。

(固定負債）

　固定負債は前事業年度末に比べ326百万円増加し2,213百万円となりました。

　これは主に、リース資産減損勘定が264百万円増加したことによるものであります。

(純資産）

　純資産は、前事業年度に比べ163百万円増加し18,373百万円となりました。

　これは主に、繰越利益剰余金が164百万円増加したことによるものであります。

　

(2）当事業年度の経営成績

(売上高及び売上総利益）

　売上高は、前事業年度に比べ729百万円減少し56,650百万円となりました。

(販売費及び一般管理費、営業利益、経常利益）

　販売費及び一般管理費は、前事業年度に比べ841百万円増加し22,916百万円となりました。

　これは主に、人件費231百万円、営業地代家賃272百万円、リース料163百万円の増加によるものであり

ます。

　また、営業利益は前事業年度に比べ872百万円減少し1,958百万円となりました。

　結果、経常利益は前事業年度に比べ809百万円減少し2,196百万円となりました。

(特別損益）

　特別利益は、前事業年度に比べ3百万円減少し70百万円となりました。

　これは主に、貸倒引当金戻入益が9百万円減少したことによるものであります。

　特別損失は、前事業年度に比べ114百万円増加し576百万円となりました。

　これは主に、減損損失が383百万円増加したことによるものであります。

(当期純利益）

　当期純利益は、前事業年度に比べ551百万円減少し787百万円となりました。
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(3）資本の財源及び資金の流動性

(キャッシュ・フロー）

　前記１「業績等の概要」（2）キャッシュ・フローの状況に記載しております。

　

EDINET提出書類

株式会社マックハウス(E03313)

有価証券報告書

14/71



第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

　当事業年度は事業拡大のため、アウトレットジェイ阿佐谷パールセンター店を始め59店舗を新設、その

他60店舗の内装の改装等を行い総額944百万円の設備投資を行いました。
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２ 【主要な設備の状況】

平成21年２月28日現在における各地区の設備、投下資本及び従業員の配置状況は次のとおりであります。

　

事業所
(所在地)

設備
の内容

帳簿価額(百万円) 
期末
店舗数

従業
員数
(人)

土地 建物及び設備
構築物

工具器具
備品

合計
面積(㎡) 金額 面積(㎡) 金額

北海道地区 店舗
 

(25,642.9)
－

 

(17,658.5)
48 3 9 61 32 34

東北地区 店舗
 

(42,418.2)
－

343.1

(30,639.1)
95 9 12 117 61 56

関東地区 店舗
360.0

(47,127.5)
63

493.2

(84,516.7)
236 30 22 352 172214

中部地区 店舗
936.1

(59,115.6)
67

639.6

(38,703.4)
145 11 15 239 81 85

近畿地区 店舗
 

(32,267.5)
－

 

(35,702.2)
80 9 16 107 78 93

中国地区 店舗
 

(27,720.2)
－

351.0

(18,031.7)
130 7 10 148 38 35

四国地区 店舗
 

(19,509.8)
－

330.0

(12,682.7)
53 6 3 63 27 27

九州地区 店舗
 

(56,724.9)
－

1,075.8

(41,406.4)
94 8 25 128 78 75

店舗計 店舗
1,296.1

(310,526.7)
130

3,232.7

(279,340.7)
883 88 116 1,218567619

本部

東京都杉並区

総括業務

施設
－ －

 

(788.3)
19 － 27 47 1 101

賃貸店舗 店舗
317.3

[37,656.7]
108

625.3

[11,291.7]
5 － － 113 29 －

合計 　

1,613.4

(310,526.7)

[37,656.7]

238

3,858.0

(280,129.0)

[11,291.7]

907 88 144 1,379597720

(注) １ 土地の面積で(　)内は賃借面積、［　］内は賃貸面積であり、ともに外数であります。

２ 建物及び設備の面積で(　)内は賃借面積、［　］内は賃貸面積であり、ともに外数であります。

３ 従業員数には、パートタイマー及びアルバイトは含んでおりません。

４ リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。

　

名称 リース期間 年間リース料(百万円) リース契約残高(百万円)

店舗建物 ５～８年 305 1,764

店舗什器 ５年 474 1,337

合計 　 779 3,101

(注)　所有権移転外ファイナンス・リース
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

平成21年２月28日現在における実施中及び計画中の設備の新設は次のとおりであります。

　

事業所名 所在地 内容
投資額
（百万円）

既支払金額
（百万円）

今後の所要
資金

（百万円）
完成年月

売場面積
（㎡）

備考

ＯＪ川崎駅前ＤＩＣＥ 神奈川県 店舗新設 26 3 23平成21年３月 319.57賃借物件

ＯＪＢｉｖｉ藤枝 静岡県 店舗新設 22 8 14平成21年３月 372.69賃借物件

ＯＪロゼオ水戸 茨城県 店舗新設 34 7 27平成21年４月 498.38賃借物件

ＭＨ古川南 宮城県 店舗新設 46 25 21平成21年４月 513.26賃借物件

ＭＨＰクロスガーデン
前橋

群馬県 店舗新設 32 － 32平成21年４月 546.78賃借物件

ＯＪライフガーデンに
らさき

山梨県 店舗新設 53 － 53平成21年４月 519.01賃借物件

ＭＨマツヤショッピン
グモール

長野県 店舗新設 34 － 34平成21年５月 466.58賃借物件

ＯＪフレスポ福知山 京都府 店舗新設 47 10 37平成21年９月 451.16賃借物件

ＯＪコーナン大和郡山 奈良県 店舗新設 22 3 19平成21年９月 422.53賃借物件

合計 　 　 320 56 263 　 4,109.94　

　
(注) 1.今後の所要資金263百万円は自己資金を充当する予定であります。

2.店舗新設の投資額には、店舗を賃借するための保証金及び敷金を含んでおります。

3.ＯＪは、アウトレットジェイの略称であります。

4.ＭＨは、マックハウスの略称であります。

5.ＭＨＰは、マックハウスプラザの略称であります。

　

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 31,000,000

計 31,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成21年２月28日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年５月21日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 15,597,63815,597,638
ジャスダック
証券取引所

単元株式数は100株であります。

計 15,597,63815,597,638― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成17年９月１日(注1) 1,718,03212,998,032 ― 1,617 3,878 5,299

平成19年３月１日(注2) 2,599,60615,597,638 ― 1,617 ― 5,299

(注)　 1 株式会社レオとの合併に伴う新株発行

合併比率　1：0.45

2 株式分割普通株式１株につき1.2株
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(5) 【所有者別状況】

平成21年２月28日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 16 11 66 27 ― 1,5751,695 ―

所有株式数
(単元)

― 17,474 99 101,36411,963 ― 24,834155,73424,238

所有株式数
の割合(％)

― 11.22 0.06 65.09 7.68 ― 15.95100.00 ―

(注）自己株式2,951株は、「個人その他」の欄に29単元、「単元未満株式の状況」の欄に51株含まれております。
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(6) 【大株主の状況】

平成21年２月28日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(百株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社チヨダ 東京都杉並区成田東四丁目39番８号 92,386 59.23

マックハウス共栄会 東京都杉並区梅里一丁目７番７号 9,657 6.19

日本マスタートラスト
信託銀行株式会社（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番３号 4,989 3.19

ザチェースマンハッタンバンク
エヌエイロンドンエスエムオム
ニバスアカウント
（常任代理人株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決済
業務室）

ＷＯＯＬＧＡＴＥ ＨＯＵＳＥ，
ＣＯＬＥＭＡＮ ＳＴＲＥＥＴ 
ＬＯＮＤＯＮ ＥＣ2Ｐ 2ＨＤ，
ＥＮＧＬＡＮＤ
（東京都中央区日本橋兜町６番７号）

3,861 2.47

いちごアセットトラスト
（常任代理人香港上海銀行東京
支店）

ＳＥＣＯＮＤ　ＦＬＯＯＲ，
ＣＯＭＰＡＳＳ　ＣＥＮＴＲＥ，
Ｐ.Ｏ.ＢＯＸ　448，ＳＨＥＤＤＥＮ
ＲＯＡＤ，ＧＥＯＲＧＥ　ＴＯＷＮ，
ＧＲＡＮＤ　ＣＡＹＭＡＮＫＹ１-1106，
ＣＡＹＭＡＮ　ＩＳＬＡＮＤＳ
（東京都中央区日本橋三丁目11番１号）

3,239 2.07

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 2,319 1.48

ステートストリートバンク
アンドトラストカンパニー
５０５０１９
（常任代理人株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決済
業務室）

ＡＩＢ　ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ　ＣＥＮ
ＴＲＥ　Ｐ．Ｏ．　ＢＯＸ　518　ＩＦ　ＳＣＤＵ
ＢＬＩＮ，ＩＲＥＬＡＮＤ
（東京都中央区日本橋兜町６番７号）

2,240 1.43

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号 1,980 1.26

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 1,512 0.96

明治安田生命保険相互会社
（常任代理人資産管理サービス
　信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内二丁目１番１号
（東京都中央区晴海一丁目８番12号
晴海アイランドトリトンスクエアオフィスタ
ワーＺ棟）

1,440 0.92

住友生命保険相互会社
（常任代理人日本トラスティ・
サービス信託銀行株式会社）

東京都中央区築地七丁目18番24号
（東京都中央区晴海一丁目８番11号）

1,440 0.92

計 ― 125,064 80.12

(注)　1日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）の

所有株式は、当該各社の信託業務に係る株式であります。

2 マックハウス共栄会は当社の取引先持株会であります。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年２月28日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　 　　2,900

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　15,570,500 155,705 ―

単元未満株式 普通株式　　　24,238 ― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数   15,597,638 ― ―

総株主の議決権 ― 155,705 ―

（注）上記「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社保有の自己株式51株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成21年２月28日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数に対す
る所有株式数の割合

(％)

(自己保有株式)
株式会社マックハウス

東京都杉並区梅里
一丁目7番7号

2,900 － 2,900 0.02

計 ― 2,900 　 2,900 0.02

　

　

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

　
【株式の種類等】 　

会社法第155条第７号による普通株式の取得

　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区分 株式数（株） 価額の総額（百万円）

当事業年度における取得自己株式 456 0
　 　 　

当期間における取得自己株式 162 0

（注）　当期間における取得自己株式には、平成21年５月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(百万円)

株式数(株)
処分価額の総額
(百万円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― 　― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 2,951 ― 3,113 ―

（注）　当期間における保有自己株式数には、平成21年５月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、株主に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして認識しております。健全な経営基盤の

確保と株主資本利益率の向上に努めるとともに、配当性向の向上と安定的な配当の継続を業績に応じて

行うことを基本方針としております。

　当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機

関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

　当事業年度の剰余金の配当につきましては、継続的な安定配当の基本方針のもと、1株当たり20円とし、

中間配当金（20円）と合わせて40円としております。

　内部留保資金の使途につきましては、店舗の新設・改装等の設備投資資金等、事業拡大のために有効活

用してまいります。

なお、当社は会社法第454条第5項に規定する、中間配当を行うことができる旨を定款により定めてお

ります。

（注）基準日が当事業年度に属する配当は、以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

平成20年10月９日

取締役会決議 311 20

平成21年５月20日

定時株主総会決議
311 20

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第15期 第16期 第17期 第18期 第19期

決算年月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月 平成20年２月 平成21年２月

最高(円) 3,150 3,850 3,440 2,100 985

最低(円) 1,260 1,575 1,820 776 442

(注)　最高・最低株価は、平成16年12月12日までは日本証券業協会が開設する店頭売買有価証券市場におけるものであ

り、平成16年12月13日以降はジャスダック証券取引所におけるものであります。なお、日本証券業協会が開設する

店頭売買有価証券市場は平成16年12月13日付でジャスダック証券取引所に移行しており、それに伴い、当社株式

は日本証券業協会における登録を取り消し、ジャスダック証券取引所に上場いたしました。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
９月

10月 11月 12月
平成21年
１月

２月

最高(円) 720 664 530 550 515 525

最低(円) 660 442 456 498 460 463

(注)　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(百株)

取締役会長 ― 栗　原　勝　利 昭和18年12月10日生

昭和42年９月 ㈱チヨダ靴店(現在㈱チヨダ)入社

(注）3 360

昭和63年11月 同社取締役

平成２年６月 当社常務取締役

平成９年４月 当社取締役社長(代表取締役)

平成21年５月 当社取締役会長(現任)

代表取締役 取締役社長 舟　橋　浩　司 昭和37年５月22日生

昭和60年４月 ㈱博報堂入社

(注）3 117

平成２年６月 ㈱チヨダ入社

平成11年５月 同社取締役(現任）

平成13年３月 当社営業部長

平成13年５月 当社常務取締役営業部長

平成15年５月 当社専務取締役営業本部長

平成17年９月 当社専務取締役

平成19年５月 当社専務取締役管理本部長

平成21年５月 当社取締役社長(代表取締役) (現任)

取締役
相談役 ― 舟　橋　政　男 昭和９年９月９日生

昭和32年３月 ㈱チヨダ靴店(現在㈱チヨダ)取締役

(注）3 187

昭和51年５月 同社代表取締役社長(現任)

昭和51年６月 ㈱中央商事代表取締役社長(現任)

平成２年６月 当社取締役社長(代表取締役)

平成９年４月 当社取締役会長

平成21年５月 当社取締役相談役(現任)

取締役 営業本部長 風　見　好　男 昭和32年５月20日生

昭和55年３月 ㈱チヨダ靴店（現㈱チヨダ）入社

(注）3 100

平成９年３月 当社入社

平成13年３月 当社商品部長

平成15年５月 当社取締役商品本部長

平成17年９月 当社取締役営業本部長(現任)

取締役 営業統括部長 杉 浦 功 四 郎 昭和32年２月17日生

昭和50年12月 ㈱レオ入社

(注）3 170

平成８年11月 同社取締役

平成17年９月 当社執行役員ゴールウェイ事業

担当部長

平成18年９月 当社執行役員営業統括部長

平成19年５月 当社取締役営業統括部長（現任）

常勤監査役 ― 鈴　木　清　彦 昭和23年１月１日生

昭和45年４月 佐藤税務会計事務所入社

(注）4 684

昭和52年６月 ㈱レオ入社

平成８年11月 同社代表取締役社長

平成13年５月 当社常務取締役総務部長、管理部門管掌

平成15年５月 当社常務取締役管理本部長

平成18年６月 当社常務取締役管理本部長兼経理部長

平成19年５月 当社常勤監査役（現任）

監査役 ― 野　口　　　功 昭和14年５月12日生

昭和50年９月 ㈱チヨダ靴店(現在㈱チヨダ)入社

(注）4 14
平成３年４月 当社監査役

平成９年４月 当社常勤監査役

平成19年５月 当社監査役（現任）

監査役 ― 三　浦　新　一 昭和11年10月23日生

昭和39年９月 公認会計士開業

(注）4 －平成３年５月 ㈱チヨダ監査役

平成９年４月 当社監査役(現任)

監査役 ― 山　本　　　潔 昭和10年４月９日生

昭和46年５月 弁護士登録

(注）4 －昭和50年３月 山本潔法律事務所開設

平成15年５月 当社監査役(現任)

計 1,633

(注) １ 監査役野口功、三浦新一、山本潔は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２ 代表取締役社長舟橋浩司は、取締役相談役舟橋政男の長男であります。

３ 取締役の任期は、平成21年２月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年２月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

４ 監査役の任期は、平成19年２月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年２月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

（1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、企業的価値を継続的に向上させていくために、コーポレート・ガバナンス体制の充実

を図り、経営の透明性を高めるとともに、加速化する経営環境の変化に迅速に対応していくこと

が重要な経営課題と認識しております。

（2）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

①会社の機関の内容

当社は監査役制度を採用しております。

監査役会は常勤監査役１名及び社外監査役３名で構成されております。

取締役会は取締役５名で構成され、社外取締役は選任しておりません。

当社の取締役会は毎月開催し、取締役会においては経営戦略の決定を始め、対応すべき経営課題や

重要事項の決定について充分に議論、検討をおこなった上で迅速かつ的確な経営判断を行ってお

ります。

②コーポレート・ガバナンス体制の概要

(コーポレート・ガバナンス体制体系図）
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③内部統制システムの整備の状況

1）取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

1.取締役及び使用人に対し法令及び定款の遵守を徹底するため、経営企画室及び総務部が中心と

なり、コンプライアンス体制の強化を推進するとともに、取締役及び使用人が法令、定款及び諸規

程等に違反する行為を発見した場合の報告体制として内部通報制度を構築する。

2.内部通報制度については、法令、定款及び諸規程等に違反する行為を早期に発見し是正すること

を目的とし、経営企画室長、内部監査室長、総務部長の社内担当者及び第三者機関を情報の受領者

とするメールシステムを整備し運用を行うとともに、社長に報告される体制を構築する。

3.社長直属の部署として内部監査室を設置し、定期的に業務監査実施項目及び実施方法を検証し、

業務監査実施項目に遺漏なきよう確認し、必要があれば監査方法の改訂を行う。

4.内部監査室の監査により法令、定款違反その他の事由に基づき問題のある業務執行行為が発見

された場合には、発見された問題の内容及びそれがもたらす損失の程度等について直ちに担当部

署に通報される体制を構築する。

5.社会生活の秩序や安全に脅威を与え、健全な企業活動を阻害する恐れのある反社会的勢力とは

一切関わりを持たない体制を整備し、それらによる不当な要求に対して組織全体として毅然とし

た態度で対応する。

2）取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る情報については、文書取扱規程において経営上重要な機密文書として

位置付けるとともに、情報漏洩防止を徹底すべく適切に保存及び管理（廃棄を含む。）の運用を

実施し、必要に応じて運用状況の検証、規程の見直し等を行う。

3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

1.損失の危険の管理を行うため、コンプライアンス・リスク管理委員会を設置し、各部門担当取締

役及び各部門の責任者とともに、部門毎のリスクを体系的に管理するため、既存の規程に加え必要

なリスク管理総括規程を制定する。

2.コンプライアンス・リスク管理委員会は、定期的に取締役会に報告を行い、全社的なリスクを総

括的に管理する。平時においても、各部門においてはその有するリスクの軽減等に取り組み、有事

における関連規程に基づくマニュアルやガイドラインを見直し各部門のリスク管理の改善を行

う。

3.取締役会は定期的にリスク管理体制を見直し問題点の把握と改善に努める。

4.不測の事態が発生した場合には、社長指揮下の緊急対策本部を別途設置し迅速な対応を行い、損

害の拡大を防止する体制を整える。

4）当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

1.当社の親会社が制定する「グループ企業倫理規程」を遵守し業務の適正を確保する。

2.月１回の定例取締役会に当社取締役相談役（親会社社長）が必ず出席することにより、常に必

要情報を入手し、問題点の把握と改善が図れる体制を構築する。

5）監査役の職務を補助すべき使用人を置くことに関する事項

監査役会が必要とした場合、監査役の職務を補助する使用人を置くものとする。

6）監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役の職務を補助すべき使用人の任命・異動・評価等については、監査役会の同意を必要とす

るものとし、当該取締役からの独立性を確保するものとする。

7）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

EDINET提出書類

株式会社マックハウス(E03313)

有価証券報告書

27/71



1.取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼす事実が発生し又は発生する恐れがある時、違法

又は不正な行為を発見した時、その他監査役会が報告すべきものと定めた事項が生じた時は監査

役会に報告する。また、前述に関わらず監査役は、必要に応じて取締役及び使用人に対して報告を

求めることができる。

2.監査役は、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、取締役会その他重要な会

議に出席し、必要に応じて取締役及び使用人にその説明を求めることとする。また、社長との定期

的な意見交換会を開催し意思の疎通を図る。

8）その他の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

1.常勤監査役は、必要に応じて取締役及び使用人に報告・説明を求めることができ、調査を必要と

する場合には経理部や内部監査室等に協力・補助を要請して監査が効率的に行える体制とする。

2.監査役会を３ヶ月に１回以上開催し、重要事項について協議するほか、年１回の監査役会と会計

監査人との監査報告会の開催に加え年１回の会計監査人との書面の交換によって、特に会計監査

上の問題点に付き協議する。このような体制で、監査がより実効的に行われることを確保する。

9）財務報告の信頼性を確保するための体制

財務報告の信頼性を確保するため、財務報告の内部統制構築の基本的計画及び方針を定め整備及

び運用する体制を確保する。

④内部監査役及び監査役監査の状況

内部監査及び監査役監査、会計監査による監査を有機的に融合させて、コーポレート・ガバナンス

の向上をはかっております。

当社の内部監査及び監査役監査の組織につきましては、内部監査は、社長直轄の内部監査室を設置

しており、３名の専任で年間監査計画に基づき監査を実施しております。

監査役監査は、常勤監査役１名と非常勤監査役３名で年間監査計画に基づき監査を実施しており

ます。

⑤会計監査の状況

当社の会計監査人は監査法人トーマツに委嘱し、会社法監査及び金融商品取引法監査を受ける

とともに、適宜助言をいただいております。

なお業務を執行した公認会計士などの内容は以下の通りです。

　　　　　　指定社員　業務執行社員　　　後藤孝男、日下靖規

　　　　　　監査業務に係る主な補助者　　公認会計士２名、会計士補２名、その他５名

（3）リスク管理体制の整備状況

当社のリスク管理体制は、常勤監査役１名及び社外監査役３名で毎月開催の取締役会に出席し、経営状態

や業務の執行に関する重要事項を常に把握し審議する体制となっております。

　社外監査役３名は上記を除き、人的関係、資本的関係、取引関係及びその他の利害関係はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社マックハウス(E03313)

有価証券報告書

28/71



（4）役員報酬の内容

当社の役員報酬の内容は以下のとおりであります。

①取締役報酬　      　  82百万円

②監査役報酬　      　　17百万円（うち社外監査役３名　７百万円）

（5）監査報酬の内容

当社が監査法人トーマツと締結した監査契約に基づく監査証明に係る報酬の内容及び監査証明以

外の報酬の内容は以下のとおりであります。

①公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬

　 27百万円

②上記以外の業務に基づく報酬 3百万円

(注)　公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務である財務報告に係る内部統制に関する指導・助

言業務の対価であります。

　

（6）取締役の定数  

当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。

（7）取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有す

る株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

また、取締役の選任決議については、累積投票によらないものとする旨定款に定めております。

（8）自己株式の取得

当社は、経営環境の変化に対応した動機的な資本政策を遂行できるようにするため、会社法第165条第２

項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己株式を取得することができる旨を定款に

定めております。

（9）株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項の定めによる決議は、定款に別段の定めがある場合を除き、議決権を行使す

ることができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって

行う旨定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総

会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。

（10）中間配当金

当社は、利益還元を可能とするため、取締役会の決議によって毎年８月31日最終の株主名簿に記載または

記録された株主または登録株式質権者に対し、会社法第454条第５項に定める剰余金の配当をすることがで

きます。
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第５ 【経理の状況】

１　財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以

下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前事業年度（平成19年３月１日から平成20年２月29日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度（平成20年３月１日から平成21年２月28日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作

成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前事業年度(平成19年３月１日から平成20年

２月29日まで)及び当事業年度(平成20年３月１日から平成21年２月28日まで)の財務諸表について、監査法

人トーマツにより監査を受けております。

　

３　連結財務諸表について

当社は、子会社を有しておりませんので、連結財務諸表を作成しておりません。
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１【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】
　

　 　
前事業年度

(平成20年２月29日)

当事業年度

(平成21年２月28日)

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)

　（資産の部） 　 　 　 　 　 　 　

　Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　

　　１　現金及び預金 　 　 13,926 　 　 13,846 　

　　２　売掛金 　 　 470 　 　 543 　

　　３　商品 　 　 8,875 　 　 10,393 　

　　４　前渡金 　 　 0 　 　 7 　

　　５　前払費用 　 　 515 　 　 489 　

　　６　繰延税金資産 　 　 138 　 　 246 　

　　７　その他 　 　 175 　 　 58 　

　流動資産合計 　 　 24,10267.1 　 25,58469.2

　Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　　(１)　有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　　　１　建物及び設備 　 3,601 　 　 3,652 　 　

　　　　減価償却累計額 　 2,683 917 　 2,745 907 　

　　　２　構築物 　 627 　 　 608 　 　

　　　　減価償却累計額 　 517 110 　 520 88 　

　　　３　車両運搬具 　 2 　 　 － 　 　

　　　　減価償却累計額 　 1 0 　 － － 　

　　　４　工具器具備品 　 1,593 　 　 1,542 　 　

　　　　減価償却累計額 　 1,383 210 　 1,398 144 　

　　　５　土地 　 　 238 　 　 238 　

　　　６　建設仮勘定 　 　 48 　 　 2 　

　有形固定資産合計 　 　 1,5254.2 　 1,3813.7

　　(２)　無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　　　１　借地権 　 　 106 　 　 106 　

　　　２　商標権 　 　 0 　 　 0 　

　　　３　ソフトウエア 　 　 253 　 　 186 　

　無形固定資産合計 　 　 360 1.0 　 293 0.8
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前事業年度

(平成20年２月29日)

当事業年度

(平成21年２月28日)

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)

　　(３)　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　

　　　１　出資金 　 　 0 　 　 0 　

　　　２　長期前払費用 　 　 410 　 　 430 　

　　　３　敷金保証金 　 　 8,478 　 　 8,198 　

　　　４　出店仮勘定 ※１ 　 201 　 　 59 　

　　　５　破産更生債権等 　 　 25 　 　 3 　

　　　６　繰延税金資産 　 　 833 　 　 1,015 　

　　　７　その他 　 　 63 　 　 78 　

　　　８　貸倒引当金 　 　 △73 　 　 △55 　

　投資その他の資産合計 　 　 9,93827.7 　 9,73126.3

　固定資産合計 　 　 11,82432.9 　 11,40630.8

　資産合計 　 　 35,927100.0 　 36,991100.0
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前事業年度

(平成20年２月29日)

当事業年度

(平成21年２月28日)

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)

　（負債の部） 　 　 　 　 　 　 　

　Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　

　　１　支払手形 　 　 3,167 　 　 3,368 　

　　２　買掛金 　 　 7,605 　 　 7,310 　

　　３　ファクタリング債務 ※２ 　 3,439 　 　 3,709 　

　　４　1年以内返済予定の長期借
入金

　 　 19 　 　 － 　

　　５　未払金 　 　 273 　 　 31 　

　　６　未払法人税等 　 　 150 　 　 749 　

　　７　未払消費税等 　 　 50 　 　 3 　

　　８　未払費用 　 　 825 　 　 940 　

　　９　預り金 　 　 28 　 　 59 　

　　10　前受収益 　 　 32 　 　 22 　

　　11　賞与引当金 　 　 173 　 　 149 　

　　12　その他 　 　 65 　 　 58 　

　流動負債合計 　 　 15,83144.1 　 16,40444.3

　Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　

　　１　退職給付引当金 　 　 1,191 　 　 1,293 　

　　２　役員退職慰労引当金 　 　 94 　 　 105 　

　　３　転貸損失引当金 　 　 139 　 　 156 　

　　４　預り保証金 　 　 214 　 　 146 　

　　５　リース資産減損勘定 　 　 247 　 　 512 　

　固定負債合計 　 　 1,8865.2 　 2,2136.0

　負債合計 　 　 17,71749.3 　 18,61750.3

　（純資産の部） 　 　 　 　 　 　 　

　Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　

　　１　資本金 　 　 1,6174.5 　 1,6174.4

　　２　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　

　　　(１)資本準備金 　 5,299 　 　 5,299 　 　

　資本剰余金合計 　 　 5,29914.8 　 5,29914.3

　　３　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　

　　　(１)利益準備金 　 179 　 　 179 　 　

　　　(２)その他利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　

　　　　固定資産圧縮積立金 　 29 　 　 28 　 　

　　　　別途積立金 　 5,500 　 　 5,500 　 　

　　　　繰越利益剰余金 　 5,588 　 　 5,752 　 　

　利益剰余金合計 　 　 11,29731.4 　 11,46131.0

　　４　自己株式 　 　 △4 △0.0 　 △5 △0.0

　　株主資本合計 　 　 18,20950.7 　 18,37349.7

　純資産合計 　 　 18,20950.7 　 18,37349.7

　負債純資産合計 　 　 35,927100.0 　 36,991100.0
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② 【損益計算書】

　

　 　
前事業年度

(自　平成19年３月１日
　至　平成20年２月29日)

当事業年度

(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

区分
注記

番号
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

百分比

(％)

Ⅰ　売上高 　 　 57,380100.0 　 56,650100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 　 　 　 　 　

　１　商品期首たな卸高 　 8,856 　 　 8,875 　 　

　２　当期商品仕入高 　 32,761 　 　 33,293 　 　

　合計 　 41,617 　 　 42,169 　 　

　３　他勘定振替高 ※１ 268 　 　 － 　 　

　４　商品期末たな卸高 　 8,875 32,47456.6 10,393 31,77656.1

　　　売上総利益 　 　 24,90643.4 　 24,87443.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 　 　 　 　 　

　１　広告宣伝費 　 2,565 　 　 2,610 　 　

　２　役員報酬及び給料手当 　 7,396 　 　 7,627 　 　

　３　賞与引当金繰入額 　 173 　 　 149 　 　

　４　役員退職慰労引当金繰入額 　 17 　 　 10 　 　

　５　退職給付費用 　 129 　 　 136 　 　

　６　福利厚生費 　 864 　 　 860 　 　

　７　水道光熱費 　 1,286 　 　 1,391 　 　

　８　営業地代家賃 　 6,371 　 　 6,644 　 　

　９　リース料 　 575 　 　 738 　 　

　10　減価償却費 　 336 　 　 327 　 　

　11　貸倒引当金繰入額 　 7 　 　 21 　 　

　12　その他 　 2,350 22,07538.5 2,397 22,91640.5

　　　営業利益 　 　 2,8314.9 　 1,9583.5

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息 　 34 　 　 36 　 　

　２　受取配当金 　 0 　 　 0 　 　

　３　受取家賃 　 530 　 　 316 　 　

　４　受取手数料 　 95 　 　 128 　 　

　５　雑収入 　 48 708 1.2 112 594 1.0

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払利息 　 1 　 　 0 　 　

　２　店舗賃貸費用 　 489 　 　 283 　 　

　３　転貸損失引当金繰入額 　 16 　 　 57 　 　

　４　雑損失 　 24 532 0.9 14 355 0.6

　　　経常利益 　 　 3,0065.2 　 2,1963.9
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前事業年度

(自　平成19年３月１日
　至　平成20年２月29日)

当事業年度

(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

区分
注記

番号
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

百分比

(％)

Ⅵ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取違約金 ※２ 47 　 　 40 　 　

　２　受取損害補償金 　 － 　 　 10 　 　

　３　固定資産売却益 ※３ 0 　 　 － 　 　

　４　貸倒引当金戻入益 　 23 　 　 14 　 　

　５　転貸損失引当金戻入益 　 3 74 0.1 5 70 0.1

Ⅶ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産除却損 ※４ 38 　 　 48 　 　

　２　店舗解約に伴う損失金 ※５ 30 　 　 20 　 　

　３　たな卸資産評価方法の変更
に伴う差額

※１ 268 　 　 － 　 　

　４　減損損失 ※６ 123 461 0.8 506 576 1.0

　　　税引前当期純利益 　 　 2,6194.5 　 1,6913.0

　　法人税、住民税及び事業税 　 1,002 　 　 1,193 　 　

　　法人税等調整額 　 277 1,2792.2 △289 903 1.6

　　　当期純利益 　 　 1,3392.3 　 787 1.4
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

　

　

株主資本

資本金

資　本

剰余金
利益剰余金

資　本

準備金

利　益

準備金

その他利益

剰　余　金

固定資産

圧縮積立金

別　途

積立金

繰越利益

剰余金

平成19年２月28日残高

（百万円）
1,617 5,299 179 30 5,500 4,885

当事業年度中の変動額 　 　 　 　 　 　

　剰余金の配当 　 　 　 　 　 △636

　自己株式の取得 　 　 　 　 　 　

　固定資産圧縮積立金の取崩 　 　 　 △0 　 0

　当期純利益 　 　 　 　 　 1,339

当事業年度中の変動額合計

（百万円）
－ － － △0 － 703

平成20年２月29日残高

（百万円）
1,617 5,299 179 29 5,500 5,588

　

　

株主資本

純資産合計利益剰余金

自己株式
株主資本

合　　計利益剰余金

合　　　計

平成19年２月28日残高

（百万円）
10,594 △3 17,508 17,508

当事業年度中の変動額 　 　 　 　

　剰余金の配当 △636 　 △636 △636

　自己株式の取得 　 △1 △1 △1

　固定資産圧縮積立金の取崩 　 　 　 　

　当期純利益 1,339 　 1,339 1,339

当事業年度中の変動額合計

（百万円）
702 △1 700 700

平成20年２月29日残高

（百万円）
11,297 △4 18,209 18,209
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当事業年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

　

　

株主資本

資本金

資　本

剰余金
利益剰余金

資　本

準備金

利　益

準備金

その他利益

剰　余　金

固定資産

圧縮積立金

別　途

積立金

繰越利益

剰余金

平成20年２月29日残高

（百万円）
1,617 5,299 179 29 5,500 5,588

当事業年度中の変動額 　 　 　 　 　 　

　剰余金の配当 　 　 　 　 　 △623

　自己株式の取得 　 　 　 　 　 　

　固定資産圧縮積立金の取崩 　 　 　 △0 　 0

　当期純利益 　 　 　 　 　 787

当事業年度中の変動額合計

（百万円）
－ 　－ － △0 － 164

平成21年２月28日残高

（百万円）
1,617 5,299 179 28 5,500 5,752

　

　

株主資本

純資産合計利益剰余金

自己株式
株主資本

合　　計利益剰余金

合　　　計

平成20年２月29日残高

（百万円）
11,297 △4 18,209 18,209

当事業年度中の変動額 　 　 　 　

　剰余金の配当 △623 　 △623 △623

　自己株式の取得 　 △0 △0 △0

　固定資産圧縮積立金の取崩 　 　 　 　

　当期純利益 787 　 787 787

当事業年度中の変動額合計

（百万円）
164 △0 163 163

平成21年２月28日残高

（百万円）
11,461 △5 18,373 18,373
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④ 【キャッシュ・フロー計算書】
　

　 　
前事業年度

(自　平成19年３月１日
　至　平成20年２月29日)

当事業年度

(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

区分
注記

番号
金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　

　１　税引前当期純利益 　 2,619 1,691

　２　減価償却費 　 336 327

　３　減損損失 　 123 506

　４　たな卸資産評価方法の変更に伴う差額 　 268 －

　５　賞与引当金の増減額（△は減少） 　 △24 △23

　６　役員賞与引当金の増減額（△は減少） 　 △35 －

　７　退職給付引当金の増減額（△は減少） 　 80 102

　８　役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 　 3 10

　９　貸倒引当金の増減額（△は減少） 　 △12 △18

　10　転貸損失引当金の増減額（△は減少） 　 △80 16

　11　受取利息及び受取配当金 　 △34 △36

　12　支払利息 　 1 0

　13　支払家賃（保証金相殺） 　 556 500

　14　固定資産除却損 　 38 48

　15　固定資産売却益 　 △0 －

　16　店舗解約に伴う損失金 　 30 20

　17　売上債権の増減額（△は増加） 　 27 △72

　18　たな卸資産の増減額（△は増加） 　 △286 △1,517

　19　仕入債務の増減額（△は減少） 　 △344 176

　20　未払消費税等の増減額（△は減少） 　 △31 △47

　21　その他 　 △188 △193

　　　　小計 　 3,049 1,492

　22　利息及び配当金の受取額 　 8 9

　23　利息の支払額 　 △3 △0

　24　法人税等の支払額 　 △1,792 △645

　25　法人税等の還付額 　 － 6

　　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 　 1,261 863

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　

　１　定期預金の払戻による収入 　 125 －

　２　有形固定資産の取得による支出 　 △389 △179

　３　有形固定資産の売却による収入 　 9 －

　４　無形固定資産の取得による支出 　 △164 －

　５　敷金保証金等の投資による支出 　 △1,026 △635

　６　敷金保証金等の回収による収入 　 812 571

　７　その他 　 － △24

　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー 　 △633 △267
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前事業年度

(自　平成19年３月１日
　至　平成20年２月29日)

当事業年度

(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

区分
注記

番号
金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　

　１　長期借入金の返済による支出 　 △357 △19

　２　割賦返済による支出 　 △71 △31

　３　自己株式の取得による支出 　 △1 △0

　４　配当金の支払額 　 △636 △623

　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 　 △1,067 △675

Ⅳ　現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 　 △439 △79

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 　 12,951 12,512

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 ※ 12,512 12,432
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重要な会計方針

　

項目
前事業年度

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

当事業年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

１ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

商品

　月別総平均法による原価法 

　当事業年度よりたな卸資産の評価基

準及び評価方法を変更しております。

詳細は、会計方針の変更に記載してお

ります。

商品

　月別総平均法による原価法

２ 固定資産の減価償却の方

法

 

有形固定資産

　定率法によっております。但し、平成

10年４月１日以降、新規に取得した建

物(建物附属設備を除く)及び事業用定

期借地権付建物については定額法を採

用しております。なお、主な耐用年数は

以下のとおりであります。

有形固定資産

定率法によっております。　但し、平成

10年４月１日以降、新規に取得した建

物(建物附属設備を除く)及び事業用定

期借地権付建物については定額法を採

用しております。なお、主な耐用年数は

以下のとおりであります。

　 建物及び設備　　 　　５～20年

構築物　　　　　 　　10～20年

工具器具備品　　 　　５～８年

建物及び設備　　 　　５～20年

構築物　　　　　 　　10～20年

工具器具備品　　 　　５～８年

　 　 （追加情報）　

当事業年度より、法人税法の改正に伴

い、平成19年３月31日以前に取得した

有形固定資産については、改正前の法

人税法に基づく減価償却の方法により

取得価額の５％に到達した事業年度の

翌事業年度より取得価額の５％相当額

と備忘価額との差額を５年に渡り均等

償却し、減価償却費に含めて計上して

おります。　なお、この変更による営業

利益、経常利益及び税引前当期純利益

に与える影響は軽微であります。

　 無形固定資産

　自社利用のソフトウェアについて

は、社内における見込利用可能期間

(５年）に基づく定額法によっており

ます。

無形固定資産

               同左

　 長期前払費用

　均等償却しております。

　

　

長期前払費用

同左
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項目
前事業年度

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

当事業年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

３ 引当金の計上基準 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

貸倒引当金

同左

　 賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与に充て

るため、将来の支給見込額のうち当期

の負担額を計上しております。

賞与引当金

同左

　 退職給付引当金

　従業員の退職金の支給に備えるため、

当期末における退職給付債務の見込額

に基づき計上しております。

　数理計算上の差異については、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(５年)による定額法によ

り、それぞれ発生の翌事業年度から費

用処理することとしております。

退職給付引当金

同左

　 役員退職慰労引当金

　役員に対する退職慰労金の支給に充

てるため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。

役員退職慰労引当金

同左

転貸損失引当金

　店舗閉店に伴い賃貸借契約の残存期

間に発生する損失に備えるため、転貸

を決定した店舗について、支払義務の

ある賃料総額から転貸による見込賃料

収入総額を控除した金額を計上してお

ります。

転貸損失引当金

同左

４ リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左
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項目
前事業年度

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

当事業年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

５ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

　キャッシュ・フロー計算書における資

金(現金及び現金同等物)は、手許現金、

随時引き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。

同左

６ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左
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会計方針の変更

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

当事業年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

(減価償却方法の変更）

　当事業年度より、法人税法の改正に伴い、平成19年４

月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後

の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しており

ます。 

　なお、この変更による営業利益、経常利益、税引前当

期純利益に与える影響は軽微であります。

 

 

             ―――――――――――

 

 

（たな卸資産の評価基準及び評価方法の変更） 

　当事業年度より、たな卸資産の評価基準及び評価方

法を、従来のマックハウス、アウトレットジェイ、マッ

クハウスプラザ、ブルーベリーにつきましては売価還

元法による原価法から、ゴールウェイ、ココナッツ

ワールドにつきましては個別法による低価法から、そ

れぞれ月別総平均法による原価法に変更いたしまし

た。 

　これは、旧株式会社レオ（ゴールウェイ、ココナッツ

ワールド）との合併後並存していたシステムを統合

し、アイテム別の商品管理が可能となったことから、

より実態に合ったたな卸資産の評価方法に変更する

ものであります。 

　この変更により、売上総利益、営業利益及び経常利益

が416百万円減少し、税引前当期純利益は685百万円減

少しております。 

　なお、期首のたな卸資産評価方法の変更に伴う差額

268百万円は特別損失として計上しております。 

              ―――――――――――
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注記事項

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成20年２月29日)
当事業年度

(平成21年２月28日)

※１　出店仮勘定は、建設中の賃借店舗に対する敷金保証

金の目的で支払う内金で、支払完了時に各々の科

目に振替えられるものであります。

※１　　　　　　　　　 同左

※２　一部の債務の支払について、従来の手形による支払

に代え、ファクタリング方式による支払を採用し

ております。

※２　　　　　　　　　 同左

 

　

　

次へ

EDINET提出書類

株式会社マックハウス(E03313)

有価証券報告書

44/71



(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

当事業年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

※１　他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。

　たな卸資産評価方法の変更に伴う差額
　　　　　　　　　　　　　　　　268百万円

※１　
        ―――――――――――

※２　受取違約金は、賃借先又は転貸先の都合に伴う店舗

の閉店等による違約金であります。

※３　固定資産売却益の内訳は、泉佐野店の土地0百万円

であります。

※２　　　　　　　　　同左

 

※３　        ―――――――――――

 

※４　固定資産除却損は、店舗の閉店によるもので、主な

ものは次のとおりであります。

建物及び設備 3百万円

構築物 1 　

工具器具備品 5 　

ソフトウェア 2 　

長期前払費用 3 　

撤去費用 22 　

計 38百万円

※４　固定資産除却損は、店舗の閉店によるもので、主な

ものは次のとおりであります。

建物及び設備 11百万円

構築物 0 　

車両運搬器具 0 　

工具器具備品 2 　

長期前払費用 9 　

撤去費用 24 　

計 48百万円

※５　店舗解約に伴う損失金は、閉店によるものでありま

す。

※５　　　　　　　　　同左
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　 前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

当事業年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

※６　当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しております。

 

※６　当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しております。

 

用途 種類 場所 減損損失

店舗

建物及び設

備、構築物、工

具器具備品、

リース資産、

その他

神奈川県

他
123百万円

　

用途 種類 場所 減損損失

店舗

建物及び設

備、構築物、工

具器具備品、

リース資産、

その他

栃木県他 506百万円

　
　

　当事業年度において、継続的に営業損失を計上してい

る又は将来キャッシュ・フローが資産の帳簿価額を下

回る資産グループ及び市場価格が著しく下落している

資産グループにつきまして、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、123百万円を減損損失として特別損失に計

上しました。

その内訳は以下のとおりであります。

　当社は、店舗をグルーピングの最小単位としており、

本社につきましては個別物件単位又は個別資産単位に

グルーピングしております。

　当事業年度において、継続的に営業損失を計上してい

る又は将来キャッシュ・フローが資産の帳簿価額を下

回る資産グループ及び市場価格が著しく下落している

資産グループにつきまして、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、506百万円を減損損失として特別損失に計

上しました。

その内訳は以下のとおりであります。

　
種類 金額 　

建物及び設備 41百万円
構築物 12　
工具器具備品 11　
長期前払費用 7　
リース資産 50　

合計 123百万円
　

種類 金額 　
建物及び設備 56百万円
構築物 9　
工具器具備品 13　
長期前払費用 23　
リース資産 404　

合計 506百万円
　
　

なお、資産グループの回収可能価額は、路線価等に基づ

き算定した正味売却価額と将来キャッシュ・フローを

5.97％で割り引いて算定した使用価値のいずれか高い

価額によっております。

　

なお、資産グループの回収可能価額は、路線価等に基づ

き算定した正味売却価額と将来キャッシュ・フローを

4.14％で割り引いて算定した使用価値のいずれか高い

価額によっております。
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 12,998,032 2,599,606 － 15,597,638

（変動事由の概要）

増加の内訳は、平成19年３月１日付で１株につき1.2株の割合をもって株式分割をしたことによるものであり

ます。

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 1,187 1,308 － 2,495

　
（変動事由の概要）

増加の内訳は、単元未満株式の買取りによる増加数1,071株及び平成19年3月1日の株式分割により237株増加して

おります。

　
３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年５月23日
定時株主総会

普通株式 324 　25.00平成19年２月28日 平成19年５月24日

平成19年10月11日
取締役会

普通株式 311 20.00平成19年８月31日 平成19年11月12日

　
　(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当事業年度末後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年５月21日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 311 20.00平成20年２月29日 平成20年５月22日
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当事業年度(自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 15,597,638 － － 15,597,638

　

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 2,495 456 － 2,951

　
（変動事由の概要）

　増加の内訳は、単元未満株式の買取りによるものであります。

　
　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成20年５月21日
定時株主総会

普通株式 311 20.00平成20年２月29日 平成20年５月22日

平成20年10月９日
取締役会

普通株式 311 20.00平成20年８月31日 平成20年11月14日

　
　(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当事業年度末後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年５月20日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 311 20.00平成21年２月28日 平成21年５月21日
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

当事業年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 13,926百万円

預入期間が３ケ月を超える定期預金 △1,414 　

現金及び現金同等物 12,512百万円
 

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 13,846百万円

預入期間が３ケ月を超える定期預金 △1,414 　

現金及び現金同等物 12,432百万円
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(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

当事業年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　

取得価額

相当額

(百万円)

減価償却累

計額相当額

(百万円)

減損損失累

計額相当額

（百万円）

期末残高

相当額

(百万円)

建物及び設備 1,676 334 144 1,197

工具器具備品 2,062 623 187 1,252

ソフトウェア 264 89 － 174

合計 4,003 1,047 332 2,624

　

　

取得価額

相当額

(百万円)

減価償却累

計額相当額

(百万円)

減損損失累

計額相当額

（百万円）

期末残高

相当額

(百万円)

建物及び設備 2,376 558 389 1,428

工具器具備品 2,427 956 367 1,103

ソフトウェア 376 135 － 241

合計 5,180 1,651 756 2,772

　

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

１年内 671百万円

１年超 2,212 　

合計 2,884百万円

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

１年内 833百万円

１年超 2,512 　

合計 3,345百万円

 

リース資産減損勘定の残高 247百万円

　

リース資産減損勘定の残高 512百万円

　

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 606百万円

リース資産減損勘定の取崩額 84百万円

減価償却費相当額 485百万円

支払利息相当額 54百万円

減損損失 50百万円

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 847百万円

リース資産減損勘定の取崩額 139百万円

減価償却費相当額 658百万円

支払利息相当額 75百万円

減損損失 404百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法

同左
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(有価証券関係)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

当事業年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

該当事項はありません。

　

　

　

　

　

　

　

該当事項はありません。
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(デリバティブ取引関係)

１ 取引の状況に関する事項

　
前事業年度

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

当事業年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

　該当事項はありません。

 
　該当事項はありません。

 

　

　

２ 取引の時価等に関する事項

　
前事業年度

(平成20年２月29日)
当事業年度

(平成21年２月28日)

　 該当事項はありません。

 
 
 

  該当事項はありません。
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(退職給付関係)

　
前事業年度

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

当事業年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

１ 採用している退職給付制度の概要

　　確定給付型の制度として、退職一時金制度を採用して

おります。

　

　

１ 採用している退職給付制度の概要

　　確定給付型の制度として、退職一時金制度を採用　 て

おります。

２ 退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △1,216百万円

未認識数理計算上の差異 25 　

退職給付引当金 △1,191百万円

 

 

２ 退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △1,313百万円

未認識数理計算上の差異 20 　

退職給付引当金 △1,293百万円

 

 

３ 退職給付費用に関する事項

勤務費用 106百万円

利息費用 22 　

数理計算上の差異の費用処理額 0 　

退職給付費用合計 129百万円

 

３ 退職給付費用に関する事項

勤務費用 107百万円

利息費用 24 　

数理計算上の差異の費用処理額 5 　

退職給付費用合計 136百万円

 

 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

　 　

割引率 2.0％

 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

　 　

割引率 2.0％

 

　　数理計算上の差異の処理年数

　　　　数理計算上の差異については、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)によ

る定額法により、それぞれ発生の翌事業年度から

費用処理することとしております。

 

　　数理計算上の差異の処理年数

　　　　数理計算上の差異については、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)によ

る定額法により、それぞれ発生の翌事業年度から

費用処理することとしております。
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(ストック・オプション等関係) 

前事業年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日)

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成20年２月29日)
当事業年度

(平成21年２月28日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産（流動） 　 　

　商品評価損 27百万円

　賞与引当金 70 　

　未払事業税 15 　

　その他 24 　

繰延税金資産（流動）の合計 138百万円

　 　 　

繰延税金資産（固定） 　 　

　退職給付引当金 482百万円

　転貸損失引当金 56 　

　減価償却超過額 148 　

　土地減損損失 21 　

　リース資産減損勘定 100 　

　電話加入権減損損失 19 　

　借地権時価評価損 20 　

　その他 102 　

繰延税金資産（固定）合計 951百万円

繰延税金資産小計 1,090百万円

　評価性引当額 △98百万円

繰延税金資産合計 991百万円

　 　 　

繰延税金負債（固定） 　 　

　固定資産圧縮積立金 20百万円

繰延税金負債（固定）の合計 20百万円

　 　 　

繰延税金資産の純額 971百万円

　

繰延税金資産（流動） 　 　

　商品評価損 60百万円

　賞与引当金 60 　

　未払事業税 100 　

　その他 24 　

繰延税金資産（流動）の合計 246百万円

　 　 　

繰延税金資産（固定） 　 　

　退職給付引当金 523百万円

　転貸損失引当金 63 　

　減価償却超過額 157 　

　土地減損損失 21 　

　リース資産減損勘定 207 　

　電話加入権減損損失 19 　

　借地権時価評価損 20 　

　その他 125 　

繰延税金資産（固定）合計 1,138百万円

繰延税金資産小計 1,385百万円

　評価性引当額 △104百万円

繰延税金資産合計 1,281百万円

　 　 　

繰延税金負債（固定） 　 　

　固定資産圧縮積立金 19百万円

繰延税金負債（固定）の合計 19百万円

　 　 　

繰延税金資産の純額 1,261百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別内訳

　法定実効税率 40.50％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別内訳

　法定実効税率 40.50％

　　（調整）

交際費等永久に損金に加算され 　

ない項目 0.12％

住民税均等割額 7.40％

その他 0.85％

税効果会計適用後の法人税等の 48.87％

負担率 　

　　（調整）

交際費等永久に損金に加算され 　

ない項目 0.19％

住民税均等割額 12.08％

その他 0.64％

税効果会計適用後の法人税等の 53.41％

負担率 　
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(持分法損益等)

　
前事業年度

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

当事業年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

該当事項はありません。 該当事項はありません。
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【関連当事者との取引】

前事業年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

１ 親会社及び法人主要株主等

　親会社及び法人主要株主等との取引については、金額的重要性がないため、記載を省略しております。

　

２ 役員及び個人主要株主等

　

属性 氏名 住所
資本金又
は出資金

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員の
近親者

舟橋浩男 ― ―
当社取締役
会長の弟

　　被所有　
直接　0.1％

― ―

店舗の賃借 9前払費用 0

敷金保証金
の預託

― 敷金保証金 10

(注) １ 賃借料は近隣の取引事例を勘案し、交渉のうえ決定しております。

２ 取引金額には、消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

　

３ 兄弟会社等

兄弟会社等との取引については金額的重要性がないため記載を省略しております。

　

当事業年度(自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日)

１ 親会社及び法人主要株主等

　親会社及び法人主要株主等との取引については、金額的重要性がないため、記載を省略しております。

　

２ 役員及び個人主要株主等

　

属性 氏名 住所
資本金又
は出資金

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員の
近親者

舟橋浩男 ― ―
当社取締役
相談役の弟

　　被所有　
直接　0.3％

― ―

店舗の賃借 9前払費用 0

敷金保証金
の預託

― 敷金保証金 10

(注) １ 賃借料は近隣の取引事例を勘案し、交渉のうえ決定しております。

２ 取引金額には、消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

　

３ 兄弟会社等

兄弟会社等との取引については金額的重要性がないため記載を省略しております。
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(企業結合等関係)

前事業年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

項目
前事業年度

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

当事業年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

１株当たり純資産額 1,167円65銭 1,178円18銭

１株当たり当期純利益 85円88銭 50円52銭

　

なお、潜在株式調整後１株当

たり当期純利益については、潜

在株式が存在しないため記載し

ておりません。

同左

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

項目
前事業年度

（平成20年２月29日)
当事業年度

(平成21年２月28日)

純資産の部の合計額（百万円） 　 18,209 　 18,373

普通株式に係る純資産額（百万円） 　 18,209 　 18,373

普通株式の発行済株式数（千株） 　 15,597 　 15,597

普通株式の自己株式数（千株） 　 2 　 2

１株当たり純資産額の算定に用いら

れた普通株式の数（千株）
　 15,595 　 15,594

２　１株当たり当期純利益

項目
前事業年度

(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

当事業年度
(自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日)

　 　 　 　 　

当期純利益（百万円） 　 1,339 　 787

普通株式に係る当期純利益
　　　　　　　　　　　（百万円）

　 1,339 　 787

期中平均株式数（千株） 普通株式 15,595普通株式 15,594
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(重要な後発事象)

前事業年度(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)

該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日)

該当事項はありません。
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⑤ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

該当事項はありません。

　

【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物及び設備 3,601 205 153

（56）

3,652 2,745 145 907

　構築物 627 1 19

（9）

608 520 13 88

　車両運搬器具 2 － 2 － － 0 －

　工具器具備品 1,593 15 66

（13）

1,542 1,398 64 144

　土地 238 － －

 

238 － － 238

　建設仮勘定 48 267 314 2 － － 2

有形固定資産計 6,111 489 556

（79）

6,045 4,663 223 1,381

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　借地権 106 － － 106 － － 106

　商標権 2 － － 2 1 0 0

　ソフトウェア 351 － － 351 164 67 186

無形固定資産計 460 － －

 

460 166 67 293

長期前払費用 591 108 60

（23）

639 209 37 430

（注）1 当期増加額の主なものは以下のとおりであります
　　新店舗59店の開設及び、改装店舗60店に伴うもの。

　　　　　　建物及び設備205百万円、長期前払費用91百万円。

　　　　　　

　　　　　　　2 当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります

　　　　　閉店23店に伴うもの。

　　　　　　建物及び設備97百万円、構築物10百万円、工具器具備品52百万円。

　　　　

　　　　　　なお、当期減少額のうち、（　）内は内書で減損損失の計上額であります。
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【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

１年以内に返済予定の長期借入金 19 ― ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

― ― ― ―

合計 19 ― ― ―

　

　

　

　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金　 73 21 25 14 55

賞与引当金 173 149 173 ― 149

役員退職慰労引当金 94 10 ― ― 105

転貸損失引当金 139 57 35 5 156

(注)１.貸倒引当金の「当期減少額(その他)」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。

２.転貸損失引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、賃貸契約の解約及び転貸店舗の契約内容の変更等に

よるものであります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

１)　現金及び預金

区分 金額(百万円)

現金 120

預金 　

　当座預金 11,047

　普通預金 1,263

　定期預金 1,414

　別段預金 1

小計 13,726

合計 13,846

　

２)　売掛金

 (イ)相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

デベロッパー関係 　

　イオン㈱ 51

　㈱ダイエー 40

　㈱ミスターマックス 13

　ユニー㈱ 10

　その他 148

　小計 265

クレジット関係 　

　㈱ジェーシービー 85

　三菱ＵＦＪニコス㈱ 44

　イオンクレジットサービス㈱ 32

　㈱クレディセゾン 27

　その他 88

　小計 278

合計 543

　(注)　デベロッパーはショッピングセンター等の店舗賃借人のことであります。

　

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

　

前期繰越高
(百万円)

当期発生高
(百万円)

当期回収高
(百万円)

次期繰越高
(百万円)

回収率(％) 滞留期間(日)

(A) (B) (C) (D)

(C)
─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

470 20,386 20,313 543 97.4 9.07
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　　　３)　商品

　

品目 金額(百万円)

メンズアウター 567

メンズインナー 1,987

メンズボトムス 2,827

レディース 3,176

その他 1,835

合計 10,393

　

②　固定資産

　　　１)　敷金保証金

　

品目 金額(百万円)

店舗 8,149

寮・社宅 19

本社事務所 30

合計 8,198
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③　流動負債

１)　支払手形

 (イ)相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

㈱銀座伊勢由 726

タキヒョー㈱ 567

サン・メンズウエア㈱ 406

㈱読売ＰＲ 231

モリリン(株) 174

その他 1,262

合計 3,368

　

(ロ)期日別内訳

期日別 金額(百万円)

平成21年３月 1,149

　　〃　４月 907

　　〃　５月 909

　　〃　６月 403

　　〃　７月 0

合計 3,368

　

２)　買掛金

相手先 金額(百万円)

㈱エドウィン 1,626

美濃屋㈱ 1,015

㈱水甚 643

㈱ビックジョン 464

㈱豊島 420

その他 3,139

合計 7,310

　

３)　ファクタリング債務

相手先 金額(百万円)

グローバルファクタリング㈱ 3,023

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 685

合計 3,709
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(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ３月１日から２月末日まで

定時株主総会 決算期の翌日から３ケ月以内

基準日 ２月末日

剰余金の配当の基準日
８月31日
２月末日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り 　

　　取扱場所
（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取手数料 無料

公告掲載方法

　当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって

電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおり

です。

　　http://www.mac-house.co.jp

株主に対する特典

２月末日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、次のとおり「株主

ご優待券」を贈呈する。

（1）　贈呈基準　100株以上保有の株主　1,000円分の優待券（1,000円券1枚）

500株以上保有の株主　3,000円分の優待券（1,000円券3枚）

1,000株以上保有の株主　5,000円分の優待券（1,000円券5枚）

（2）　取扱店舗　当社の経営する全店舗

（3）　有効期限　翌年２月末日まで有効

（注） 当会社の単元未満株主は、以下に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

　　会社法第189条第２項各号に掲げる権利

　　取得請求権付株式の取得を請求する権利

　　募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　第18期(自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日)平成20年５月22日関東財務局長に提出。

　

(2) 半期報告書

事業年度　第19期中(自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日)平成20年11月26日関東財務局長に提

出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成20年５月21日

株式会社マックハウス

取締役会　御中

　

監査法人　トーマツ 　

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　後　　藤　　孝　　男　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　津　　田　　英　　嗣　　㊞

　

　

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社マックハウスの平成１９年３月１日から平成２０年２月２９日までの第１８期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

マックハウスの平成２０年２月２９日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ

・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

　「会計方針の変更（たな卸資産の評価基準及び評価方法の変更）」に記載したとおり、当事業年度より、た

な卸資産の評価基準及び評価方法を変更している。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

　
 ※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成21年５月14日

株式会社マックハウス

取締役会　御中

　

監査法人　トーマツ 　

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　後　　藤　　孝　　男　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　日　　下　　靖　　規　　㊞

　

　

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社マックハウスの平成２０年３月１日から平成２１年２月２８日までの第１９期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

マックハウスの平成２１年２月２８日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ

・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上

　
 ※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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